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１．概 要 

■防火対象物定期点検報告制度の概要 

● 一定の防火対象物の管理について権原を有する者は、防火対象物点検資格者に防火管理上必要な

業務等について点検させ、その結果を消防長又は消防署長に報告することが義務づけられています。 

● 点検を行った防火対象物が基準に適合している場合は、点検済の表示を付することができます。 

● この制度と消防用設備等点検報告制度は異なる制度であり、この制度の対象となる防火対象物では

双方の点検及び報告が必要となります。 

 

■特例認定 

● 防火対象物の管理権原者が、消防機関に申請してその検査を受け、一定期間継続して消防法令を遵

守し基準に適合していると認められた場合、防火優良認定を受けている旨の表示を付することができる

とともに、点検及び報告の義務が３年間免除されます。 

 

 

２．点検報告を必要とする防火対象物 

表１の用途に該当する部分のある防火対象物では、表２の条件に応じて防火対象物全体で点検及び報告

が義務となります。 

※ 防火対象物定期点検報告が義務となる防火対象物の全ての管理権原者（テナントを含む）は、点検報

告が義務となります。 

〈表１〉 

項 用  途 

1 
イ．劇場、映画館、演芸場又は観覧場 

ロ．公会堂又は集会場 

2 

イ．キャバレー、カフェー、ナイトクラブその他これらに類するもの 

ロ．遊技場又はダンスホール 

ハ．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業

を営む店舗（表１の１‐（イ）、２‐（ニ）、４、５及び９に掲げる防火対象物の用途に供されているものを除

く。）その他これに類するものとして総務省令で定めるもの（ファッションヘルス等） 

ニ．カラオケボックスその他遊興のための設備又は物品を個室（これに類する施設を含む。）において客

に利用させる役務を提供する業務を営む店舗で、総務省令で定めるもの（カラオケボックス、漫画喫

茶、インターネットカフェ、複合カフェー、テレフォンクラブ、個室ビデオ等） 

3 
イ．待合、料理店その他これらに類するもの 

ロ．飲食店 

4 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗又は展示場 

5 イ．旅館、ホテル、宿泊所その他これらに類するもの 

防火対象物定期点検報告制度 
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項 用  途 
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イ．病院、診察所又は助産所 

ロ． 

（１）老人短期入所施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム（介護保険法第７条第

１項に規定する要介護状態区分が、避難が困難な状態を示すものとして総務省令（消防法施行規則

第５条第５項）で定める区分に該当する者（以下「避難が困難な要介護者」という。）を主として入居さ

せるものに限る。）、有料老人ホーム（避難が困難な要介護者を主として入居させるものに限る。）、介

護老人保健施設、老人福祉法第５条の２第４項に規定する老人短期入所事業を行う施設、同条第５

項に規定する小規模多機能型居宅介護事業を行う施設（避難が困難な要介護者を主として宿泊させ

るものに限る。）、同条第６項に規定する認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設その他これ

らに類するものとして総務省令（消防法施行規則第５条第６項）で定めるもの 

（２）救護施設  

（３）乳児院  

（４）障害児入所施設  

（５）障害者支援施設（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第４条第１項に

規定する障害者又は同条第２項に規定する障害児であって、同条第４項に規定する障害支援区分

が、避難が困難な状態を示すものとして総務省令（消防法施行規則第５条第７項）で定める区分に該

当する者（以下「避難が困難な障害者等」という。）を主として入所させるものに限る。）又は同法第５条

第８項に規定する短期入所若しくは同条第１５項に規定する共同生活援助を行う施設（避難が困難な

障害者等を主として入所させるものに限る。ハ（５）において「短期入所等施設」という。） 

※避難が困難な要介護者を主として入居（宿泊）させるものとは、介護区分が３以上の者の割合が一般居

室を含めた施設全体の定員の半数以上であるものをいう。  

※避難が困難な障害者等を主として入所（宿泊）させるものとは、障害支援区分が４以上の者の割合が施

設利用者の概ね８割を超えるものをいう。 

ハ 

（１）老人デイサービスセンター、軽費老人ホーム（ロ（１）に掲げるものを除く。）、老人福祉センター、老人

介護支援センター、有料老人ホーム（ロ（１）に掲げるものを除く。）、老人福祉法第５条の２第３項に規

定する老人デイサービス事業を行う施設、同条第５項に規定する小規模多機能型居宅介護事業を行

う施設（ロ（1）に掲げるものを除く。）その他これらに類するものとして総務省令（消防法施行規則第５

条第８項）で定めるもの 

（２）更生施設  

（３）助産施設、保育所、幼保連携型認定こども園、児童養護施設、児童自立支援施設、児童家庭支援セ

ンター、児童福祉法第６条の３第７項に規定する一時預かり事業又は同条第９項に規定する家庭的

保育事業を行う施設その他これらに類するものとして総務省令（消防法施行規則第５条第９項）で定

めるもの 

（４）児童発達支援センター、情緒障害児短期治療施設又は児童福祉法第６条の２第２項に規定する児童

発達支援若しくは同条第４項に規定する放課後等デイサービスを行う施設（児童発達支援センターを

除く。）  

（５）身体障害者福祉センター、障害者支援施設（ロ（５）に掲げるものを除く。）、地域活動支援センター、

福祉ホーム又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第７項に規
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項 用  途 

 

 

６ 

 

定する生活介護、同条第８項に規定する短期入所、同条第１２項に規定する自立訓練、同条第１３項

に規定する就労移行支援、同条第１４項に規定する就労継続支援若しくは同条第１５項に規定する共

同生活援助を行う施設 （短期入所等施設を除く。）  

ニ．幼稚園又は特別支援学校 

9 イ．公衆浴場のうち、蒸気浴場、熱気浴場その他これらに類するもの 

16 イ．複合用途防火対象物のうち、その一部が表１の１～６及び９に該当する用途に供されているもの。 

16 

の 

２ 

地下街 

 

〈表２〉 

防火対象物 

全体の収容人員 
10人未満 10人以上 30人未満 30人以上 300人未満※ 300人以上 

点検報告の 

義務の有無 

点 検 報告

する義務は

あ り ま せ

ん。 

次の 1 及び 2 に該当する

場合は点検報告義務が

ある。 

１ 次の(1)又は(2)に該当

し、特定用途に供され

る部分が「避難階以外

の階」に存する防火対

象物 

（１）表１の（6）項ロの用途

に供される防火対象

物 

（２）表１の（6）項ロの用途

に供される防火対象

物が存する同表（16）

項に掲げる防火対象

物 

２  当該「避難階以外の

階」から避難階又は地

上に直通する階段が

１のもの 

次の 1及び 2に該当する場

合は点検報告義務がある。 

１ 特定用途に供される部

分が「避難階以外の階」

に存する防火対象物 

２ 当該「避難階以外の階」

から避難階又は地上に

直通する階段が１しかな

いもの 

特定用途、表 1

の（ 16 ）項及び

（16）項の２に掲

げる防火対象物

には点検報告の

義務がある。 
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 特定用途に供される部分 

 

 

 

階段が２つある場合

でも、間仕切り等によ

り１つの階段しか利

用できない場合 

 

■点検報告が必要ないもの 

 

 

階段が１つしかない

場合でも、その階段

が屋外にある場合 

 

３．点検報告の流れ 

 

 

◆表示 

★表示は、防火対象物のすべての部分が、点

検時に消防法令に係る点検基準に適合して

いることを示すものです。 

★表示は、見やすいところに付されることによ

り、利用者に点検基準に適合していることを

情報提供するものです。 

  

右記を表示することがで

きます。 

火災予防に関す

る専門知識を有

する者で講習を

修了した者 

消防長 

消防署長  
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４．資格者による点検 

点検は、防火対象物の火災の予防に関し専門的知識を有する防火対象物点検資格者に行わせなければ

なりません。 

● 防火対象物点検資格者は、総務大臣の登録を受けた登録講習機関が行う講習を修了し、免状の交付

を受けた者のことです。 

● 防火管理者として３年以上の実務経験を有する者などがこの講習を受講することができます。 

また、防火管理講習修了者で５年以上の者は、防火管理者に選任されていなくても、受講することができ

ます。 

※点検業務を点検資格者に委託したい場合は、一般財団法人日本消防設備安全センターのホーム

ページに「防火対象物点検資格者」が在籍する点検事業者名簿（登載申し込みのあった事業者）

があるので参考にしてください。 

 

 

 

５．点検項目 

点検資格者は、消防法令に定められている、次のような項目を点検します。 

（次に示す点検項目はその一部です。） 

①防火管理者を選任しているか。 

②消火・通報・避難訓練を実施しているか。 

③避難階段に避難の障害となる物が置かれていないか。 

④防火戸の閉鎖に障害となる物が置かれていないか。 

⑤カーテン等の防炎対象物品に防炎性能を有する旨の表示が付けられているか。 

⑥消防法令の基準による消防用設備等が設置されているか。 

 

 

 

６．特例認定について 

■認定の要件 

消防長又は消防署長は、検査の結果、消防法令の遵守状況が優良な場合、点検及び報告の義務を免除

する防火対象物として認定します。 

消防機関は消防法令に定められている次のような要件に該当するかを検査します。（以下の要件はその

一部です。） 

①管理を開始してから３年以上経過していること。 

②過去３年以内に消防法令違反をしたことによる命令を受けていないこと。 

③防火管理者の選任及び消防計画の作成の届出がされていること。 

④消火訓練及び避難訓練を年２回以上実施し、あらかじめ消防機関に通報していること。 

⑤消防用設備等点検報告がされていること。 

 

 

http://www.fesc.or.jp/08/index4.html
http://www.fesc.or.jp/08/index4.html
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■認定の失効 

①認定を受けてから３年が経過したとき 

ただし、失効前に新たに認定を受けることにより特例認定を継続することができます。 

②防火対象物の管理について権原を有する者が変わったとき 

 

■認定の取消し 

消防法令に違反した場合 

 

■特例認定の表示（法第８条の２の３） 

 

●建物の全ての部分が３年間継続して消防法令を遵守していると消防機関が認

めた場合は「防火優良認定証」を付することができます。 

●表示は、見やすいところに付されることにより、利用者に消防法令を遵守して

いることを情報提供するものです。 

 

 

 

７．罰 則 

＜消防法第 44条＞ → 30万円以下の罰金又は拘留 

● 点検虚偽表示違反【消防法第８条の２の２第３項】 

● 特例認定の表示に係わる虚偽表示をした者【消防法第８条の２の３第８項において準用】 

 

＜消防法第 46条の 5＞ → ５万円以下の過料 

● 特例認定を受けた防火対象物の管理について権原を有する者に変更があった場合の消防法第８条の２

の３による届出を怠った、当該変更前の権原を有する者 

● 認定を受けた特殊消防用設備等又は設備等設置維持計画について変更をしたにもかかわらず、消防長

又は消防署長に届出を怠った当該認定を受けた者 


